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本日の予定
　・前半：コナミデジタルエンタテインメント事件判決の検討

　・後半：「労働法上の権利行使と不利益取扱い」をめぐる最高裁判決の動向

［前半：コナミデジタルエンタテインメント事件判決の検討］　　　　　    ［資料・その１］参照
はじめに：本判決の特徴
　1.事件の概要
　　　女性労働者が産前産後休業ならびに育児休業を取得した後、元の部署に復職したが、担当業務を変更された。変更後の担務は難易度が低いことを理由に、役割水準を低いものに引き下げられ、その水準に対応する役割報酬へと減額されるとともに、休業期間中は成果を上げていないことから成果報酬についてゼロ査定された。

そこで当該女性労働者が、上記人事措置は、女性差別に基づくものであり人事権濫用であるほか、権利取得を理由として不利益取り扱いを禁止した育児介護休業法22条・均等法9条等に違反するとして、差額賃金支払い、不法行為による損害賠償、謝罪などを求めて提訴した。

　　　第一審判決は、本件を配置転換と捉え、東亜ペイント事件最高裁判決の枠組みで判断した。その結果、本件配置転換は業務上の必要性に基づいており、役割の変更といった人事は使用者の裁量的判断に属する事項であり、役割報酬の減額はそれに連動した結果であることから本人の同意は不要である。ただし、成果報酬についてゼロ査定した点については、休業取得を理由とする不利益取り扱いを禁止した趣旨を考慮すると、裁量権の濫用にあたる、と判断した。
　　　それに対し第二審判決は、役割水準の引き下げは人事権の濫用で無効であり、役割報酬の引き下げも就業規則等の明示的根拠や労働者の同意がなく一方的に行うことは許されず、成果報酬についてのゼロ査定も違法であると判断した。（高裁判決で確定）
　2.高裁判決の特徴
　　　育児介護休業法や均等法で原職復帰が求められているが、業務の都合でそれが果たせないことはありえる。そのため会社は、配置転換を行い、能力主義給与体系のもとでは転換後の給与が支給される、と主張することになる（原告の主張のように、会社に差別意識があったかどうかは措くとしても）。この経緯を形式的に理解すると、第一審判決のような論理になる（第一審判決に対する判例評釈は二本あり、いずれも大筋で第一審判決の論理を是認しているが、そのように思わせる内容である）。しかしそれでは、権利取得を理由とした不利益取り扱いを禁止した規定の意味がほとんどない。とりわけ、詳細な能力主義給与体系が作られれば作られ、かつそれが評価を加えるかたちで実際に運用されているほど。そこに高裁判決はメスを入れ、少なくとも一般常識からすると、妥当な判断になっている。

　　　他方で、論理構成が不十分であったり、会社での運用実態によっては結論が異なってしまうのではないかと考えられるような論旨もある、等、検討するべき点が多くある。
１．事実の概要
　1.事実関係
　　　Ｘ（従業員：女性）、Ｙ（コナミデジタルエンタテインメント株式会社）

　　　Ⅹは、平成8年10月、コナミ株式会社に入社

　　　Ｙは、平成18年3月31日、コナミ株式会社から営業譲渡により設立

　　　Ｘは、Ｙと、「コナミ社員」との雇用区分で期間の定めのない雇用契約を締結

　　　Ｘは、平成19年10月、社内公募に応じライセンス部に配置転換、海外ライセンス業務に従事

　　　Ｘは、平成20年7月16日から産前休業、9月30日まで産後休業、その後、育児休業

　　　Ｘは、平成21年4月16日に復職、ライセンス部において国内ライセンス業務に従事

　　　Ⅹは、平成22年2月、Ｙを退職

　2.Ｙの人事制度・報酬体系

　　1)人事制度

　　　ァ.雇用区分：社員・コナミ社員・嘱託社員・準社員・アルバイト
　　　　　コナミ社員→年功序列型の社員と異なり、役割と成果による処遇を基本とする中核従業員

　　　　　　就業規則で、業務上必要あるときは任命解任でき、人事異動を命じ拒否できないと規定
　　　　　　時間管理区分：管理監督者・専門業務型裁量労働・企画業務型裁量労働・事業場外みなし労働・機密事務取扱者・時間外手当支給対象者・その他

　　　ィ.役割グレード制：役割クラスとグレードから成り立つ（「コナミ社員」について）
　　　　　クラス：Ａ（育成）、Ｂ～Ｅ（マネジメント）、Ｂ（Ｓ）・Ｓ（専門スキル）

　　　　　グレード：Ａは1～10、BからＥ・Ｂ（Ｓ）は1～3、Ｓは1～7のグレード

　　　　　役割グレードに基づいて目標設定と評価がなされる
　　　ゥ.産前産後休業・育児休業・時間短縮は法定通り
　　　　　復職は元の部署とするが配置転換もある、業務内容及び時間管理区分の見直しがある
　　2)報酬体系（「コナミ社員」について）
　　　ァ.年俸制：役割報酬と成果報酬の総和、別に調整報酬
　　　ィ.役割報酬：役割グレードと連動して決定される、B-1が550万円、A-9は500万円
　　　　 成果報酬：前年度の成果評価に基づく査定によって決定、標準60万円
　3.Ｘの業務内容・報酬額の変遷

　　1)平成19年10月以降、企画業務型裁量労働制の適用を受けるコナミ社員、

ライセンス部で海外ライセンス業務を担当、役割グレードはB-1、

　　　前年度年俸額は、役割報酬550万円、成果報酬90万円の合計640万円
　　2)ライセンス部に復職したが、担当業務は海外ライセンス業務から国内ライセンス業務に変更

　　　それに伴って、役割グレードがB-1からA-9に、成果報酬ゼロ、調整報酬20万円、計520万

    3)育児短時間勤務の申し出をうけ、裁量労働制から時間外手当支給対象者に変更

　　　結果として、時間短縮分の時給相当額が控除されて支払われた

２．地裁判決（訴訟費用の負担割合からすると、原告は1/100の勝ち）
　1.担務変更について
　　担務変更は配置転換に準じたものといえるので、東亜ペイント事件最高裁判決の枠組みで判断

就業規則上、人事権の行使として配置転換ができた。
　　元の担当業務に戻すことが困難であった（ライセンサーからのクレーム、短時間勤務等）

　　育休を取得したことを理由としたものではないので育介法10条、均等法9条違反ではない

　　原職復帰を求める育介法22条は努力義務であるので違法ではない

  2.役割グレード引下げ措置について
　　役割グレード制は、成果主義の考えを取り入れたもので一般的に認められており不合理ではない
　　国内ライセンス業務の役割クラスはＡクラスであり、Ａ-9は不合理ではない

  3.年俸減額措置について
　　役割報酬は、役割グレードに対応しているので、変更後の職位に対応したものが支払われる

　　原告に何ら帰責事由のない事態のもとでされた人事措置により給与が減額するという不利益が生じているので、担務変更が合理的であり役割報酬についても合理的であるとしても、緩和のための配慮をするのが相当であり、そのために調整報酬が用意されている。

　　成果報酬は、産休等の法制度の趣旨を考慮した成果の査定をするのが相当である。

  4.裁量労働制適用排除措置について
　　本件措置は、就業規則に基づいて行われており人事権の濫用ではない

　5.各法律違反について、規定に反する無効なものではない
　6.年俸差額支払請求権、不法行為について

　　成果報酬ゼロ査定は人事権の濫用にあたり無効である

　　しかし、具体的な成果報酬支払請求権は、Ｙが決定して初めて発生するので、支払請求できない

　　この点についてＹに過失はあるので、精神的損害についてＹには賠償義務がある

　　慰謝料として30万円、弁護士費用として5万円
３．高裁判決（訴訟費用の負担割合からすると、原告は1/3の勝ち）
　1.担務変更について　→原審維持（原審補強あり）
　2.役割グレード引下げ措置について
　　役割グレード制は、成果主義的な考え方を前提として職務等級制的な制度を実現しようとするが

　　　AクラスとBクラスの間には質的な違いがあり、一種の階層的な要素も含まれている

　　Bクラスの者をAクラスに変更するのはマネジメント職候補としての地位喪失の不利益が発生

　　役割グレードと役割報酬の連動について就業規則に規定がなく説明もない
　　役割報酬の引き下げは賃金の不利益変更であるので、明示的根拠、労働者同意が必要

　　役割グレードが役割報酬と連動すると扱われているなら役割グレード変更にも同意が必要

　　役割グレードと役割報酬を連動させないことはあり得るし、現にそのような事例がある
  3.年俸減額措置について
　　役割報酬の引き下げは賃金額を不利益に変更なので規則に明示的根拠なく個別同意なくできない

　　特に、サラリーマンの場合には会社の経営方針に直接関与せず組織の一員として必要な事務処理

　　　前年と同程度の労働を提供することによって同程度の賃金確保できる期待が当然

　　本人は同意していないので人事権の濫用

　　成果報酬は、前年度の業務実績を前提として、翌年度に期待できる業務実績を金銭評価して

　　　成果報酬という名目で予め至急するものであり、賃金後払いでなく見込み報酬である

　　Xは職場復帰しており成果を上げる見込みが高いがゼロ査定は硬直的
　　そのような取扱いは、育介指針上の取得日数を超えて働かなかったと取り扱うこと、に該当し

　　　育児休業の取得を理由とした不利益な取り扱いである

　　成果報酬の査定は、前年度の評価を据え置く、平均値を使用、仮評価など適切な方法をとるべき
  4.裁量労働制適用排除措置について　→原審維持
  5.各法律違反について　→原審を変更するが内容は原審と同旨
  6.年俸差額支払請求権、不法行為について
　　役割報酬については差額請求、成果報酬については額が決定されていないので不法行為で斟酌

　　成果報酬の平均と同様の60万円から算出した30万円、弁護士費用として30万円
４．検討

　はじめに
　　配置転換について、地裁・高裁はともに人事権濫用ではないと判断
　　役割グレード引下げについて、地裁は、配置転換後の業務内容との関係で合理的と判断

　　　　　　　　　　　　　　　　高裁は、地位の喪失、報酬と連動、なので規定・合意が必要

　　　←地位の喪失のみで不利益と判断しているのか、報酬と連動するので不利益と判断しているか

　　　　報酬引き下げについて、規定のみで合意がない場合にどうするか

　　年俸減額中、役割報酬減額について、地裁は、役割グレードと連動なので合理的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高裁は、連動が決まっていないので不利益

　　　←連動が規則で定まっていたらどうなるか

　　　　サラリーマンの期待権をどのように構成しているか

　　年俸減額中、成果報酬ゼロ査定について、地裁・高裁はともに人事権濫用で無効

　　　←査定方法についていくつか例示

　　無効後の取扱いについて、地裁・高裁はともに具体的請求権は発生しないので不法行為で処理
1.原職復帰と配置転換（本件については、担務変更）
　1)問題状況：復職後（時）の配置転換の合理性
　2)育児介護休業法指針　三(三)ニ

「配置の変更前後の賃金その他の労働条件、通勤事情、当人の将来に及ぼす影響等諸般の事情について総合的に比較考量の上、判断すべき」
　3)考え方

　　　a.通常の配置転換ととらえ、東亜ペイント事件最高裁判決の枠組みで考える　←本判決
      b.配転が賃金と連動しているので、賃金引き下げの法理と同じ基準で判断するべき
　　　　　←評釈としていくつか＜山本圭子＞＜水野英樹＞、要件については広狭あるだろう

      c.当該職につくこと自体に価値があるので、配転の合理性が必要　　　　　　←私見
　4)検討

　　　指針では、単に不利益禁止にとどまらず、原則として原職または原職相当職に復帰させることが多く行われているものであることに配慮すること、まで求められている
　　　配慮すること、のレベルではあるものの、これは、使用者に対して、不作為（不利益取り扱いをしない）を求めているレベルを超え、作為義務を課しているとも解していける。

　　　業務上の必要性がある場合には、使用者側が配慮しなければならないとの法理が可能。
　　　本件の場合は、労働者の側が対応策をとっていた（保育体制など）にもかかわらず業務上の必要性を理由として配転している、担務変更の正当性が議論されるべきであった。

2.降格（本件については、役割グレードの低下）

　1)問題状況：降格は使用者の人事権行使として広い裁量が認められるのか
　2)これまでの判決・学説（柳屋孝安「降格」労働判例百選第8版・136頁）

　　　純粋に職位の低下の場合：広い裁量を認め、明示の根拠不要で判断されるが、権利濫用も
　　　賃金と連動している場合：降格の有効性と連動させて判断
  3)本件高裁判決

　　　職務等級的側面もあり、降格は地位喪失の不利益がある、と判断
　　　役割報酬と連動させているのならが、降格にも明確な定め・合意が必要
　4)検討：職務自体に価値があるとする私見からすると高裁判断は積極的
　　　　　ただし、完全な能力主義制度であればどのように判断されたかの課題は残る

　3.賃金減額と不利益取り扱いの禁止（本件については、役割報酬減額）
　　1)問題状況：能力主義人事制度と連動した賃金減額についての判断
　　2)これまでの判決
　　　　高度の必要性（大曲市農協事件・最高裁判決）、明確な定め（チェースマンハッタン銀行事件）

　　3)本件高裁判決
　　　　明確な規定・合意が必要←従来の裁判例の踏襲

　　　　サラリーマンの場合に期待が発生していると判断

　　4)検討

　　　　賃金減額について厳格な姿勢をとったのは当然

　　　　サラリーマンの場合についての判旨は法的効果がよくわからない
4.査定と具体的請求権（本件については、成果報酬請求権）
　1)問題状況：使用者の査定がない限り具体的請求権が発生しないのか

　　　　　　　　同様の問題は、賞与などについても
　2)賞与の法的性質
　　　　1.判決　福岡双葉学園事件・最高裁判決（平成19.12.18）

　　　　　　　　　賞与の金額はその都度決定するので、決定がないと具体的請求権はない
　　　　　　　　東朋学園事件・最高裁判決：「回覧」に従った金額支給　←上の判断を継承

　　　　　　　　　ただし、「賞与のカット」との認識も

　　　　　　　　他方で、立命館大学事件・京都地裁判決

　　　 2.試見：諸要素から具体的権利性が確定できると考えている

　前年度賞与が労働契約内容になっている、労働協約による効力、など

東朋学園事件・最高裁判決でも、「カット」という認識が示された点は注目できる

　　3)公正査定

　　　　公正査定義務を認める判決、不法行為で処理する判決、認めない判決、が出されている

　　　　学説としては、査定義務の内容を論じるものが

　　4)本件高裁判決

　　　　具体的請求権は発生していない←福岡双葉学園・東朋学園最高裁判決を踏襲

　　　　成果報酬を、見込報酬とする、査定として、前年度評価、平均額、仮評価、の手法を提示

5)検討
　　　　具体的請求権まで認めていないが、かなり踏み込んだ判示でもあると評価できる
　　　　しかしなにより、違法だけど救済できない、とするのは不自然だし、不法行為で救済というのはおそらく要件等において違う論理のものを便宜的に使っているとしか言えない。

　　　　私自身は、端的に、査定権限の違法な不行使に対して、仮に判決で確定させるべき
　5.能力主義人事制度と権利行使による不利益取り扱い禁止
　　1)問題状況：能力主義人事制度の不備あるいは運用の不完全さを根拠として救済する判決があるが、制度が整備されていれば、制度を根拠として結果として権利行使による不利益取り扱いとなってしまうのではないか。
　　2)高裁判決

　　　　役割グレードと役割報酬が制度上、連動していることが明示されていないことから

　　　　役割グレードの低下と役割報酬の削減を連動させない取扱いが可能であると論じている

　　3)私見：業務上の必要性を制約する判断であるべき
［後半：最高裁判決の動向］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その２］参照
１．労働法上の諸規定

  1.主要規定一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２］参照

　2.立法理由

　　　本来は、公法的効力を発揮させるための根拠法

　　　　刑罰（←罪刑法定主義）、行政救済（←法治主義・法律の留保）

　　　　民事罰に関しては、規定するまでもなく権利侵害が違法であることは当然のこと

　　　しかし、近年では、規定化の動き

２．主要判決

  1.東朋学園事件・最高裁判決　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料１］参照
1)事実関係
　Ｘ（従業員：事務職）は、平成6年7月8日出産後、産後8週間休業（労基法65条）、引き続き勤務時間短縮（旧育休法10条）

　Ｙ（学校法人：代々木ゼミナール）の賞与支給要件は、就業規則で出勤率90％以上とされており、支給日、支給の詳細については、その都度「回覧」にて知らせることとされていた。

　平成6年度末の賞与に関する「回覧文書」において、出勤率の算定に当って、産後休業日数を欠勤日数に参入すると定め、平成7年度夏季賞与に関する「回覧文書」においては、産後休業日数に加えて勤務時間短縮措置による育児時間をも欠勤日数に参入するという取扱いが定め、結果として、Ｘに対する両賞与が不支給

公序違反、就業規則の不利益変更を理由に賞与、慰謝料と弁護士費用、不法行為による損害賠償
2)1審判決：請求認容

　　賞与は賃金、90%条項の有効性、欠格条項は無効

3)2審判決：控訴棄却

　①90％条項は、出勤率向上のためであって一応経済合理性を有する
②賞与は給与、産前産後休業は法律上無給、不支給でも不利益でない

90％条項によるカットは、産前産後休業の趣旨を没却

　　　日数算入は公序違反で無効、ただし一部無効

　③支給要件は、本件除外要件のない状態に復すので、賞与全額支払い。女性差別ではない

4)差戻審判決（就業規則の不利益変更・女性差別について判断し、それ以外は最高裁判決踏襲）
　　就業規則の変更には合理性がある、女性差別はない、→欠勤分の控除可能

5)最高裁判決（①、②は是認。③は原審破棄差戻し）
　　産前産後休業は無給、年休の出勤みなし規定・平均賃金の控除規定は、特別の考慮

　出勤率を設けることは経済合理性

「これにより上記権利等の行使を抑制し、ひいては労働基準法等が上記権利等を保障した趣旨を実質的に失わせるものと認められる場合に限り、公序に反するものとして無効となると解するのが相当である」（エヌ・ビー・シー工業事件、日本ジェーリング事件、沼津交通事件各最高裁判決）

　　90％条項は不利益を課す、賞与の比重が大きい、産前産後休業をとると該当する

　　　　ので、権利取得への抑止力は相当強いので、公序違反で無効。一部無効

　　回覧文書で算定式、産前産後休業期間中は減額対象となる

　　　　休業期間は不就労であるし、法的に賃金請求権はないので、減額条項は有効

　　　＜横尾意見＞Ｘのみを対象とした不利益規定の遡及適用は公序違反で無効

　　　＜泉反対意見＞公序違反で無効←女性従業員の不利益性より

  2.沼津交通事件・最高裁判決（1判決が引用）　　　　　　　　　　　　　　　　［資料３］参照

　　　1審は不利益取扱いすべて公序違反、2審は年休の趣旨が失われる場合に公序違反

　　　最高裁は後者の見解をとり、結果として規定は有効と判断

  3.エス・ウント・エー事件・最高裁判決（1判決が引用せず）　　　　　　　　　［資料４］参照

　　　年休の賃金支払義務より賞与計算に際し欠勤扱いはできない

  4.日本シェーリング事件・最高裁判決（1判決が引用）　　　　　　　　　　　　［資料５］参照

　　　制度は合理的、趣旨を実質的に失わせる場合に無効、結果として抑止力が強く無効

　5.エヌ・ビー・シー工業事件・最高裁判決（1判決が引用）　　　　　　　　　　［資料６］参照

　　　制度趣旨は合理的、生理休暇の取得を著しく困難にするものでないので有効

	判決名
	権利
	制限根拠
	制限対象
	判断

	大国自動車事件

東京地判H17.9.26
	年休
	就業規則
	賞与
	有効

	練馬交通事件

東京地判H16.12.27
	年休
	就業規則
	皆勤手当・安全服務手当
	有効

	★東朋学園事件

最判H15.12.4
	産前産後休暇
	就業規則
	賞与
	無効

有効

	錦タクシー事件

大阪地判H8.9.27
	年休
	労働協約
	賞与
	有効

	★沼津交通事件

最判H5.6.25
	年休
	労働協約
	精皆勤手当
	有効

	★エスウントエー

最判H4.2.15
	年休
	就業規則
	賞与
	無効

	★日本シェーリング

最判H1.12.14
	産前産後休暇
	労働協約
	賃金引き上げ
	無効

	★エヌビーシー

最判S60.7.16
	生理休暇
	労働協約
	精皆勤手当
	有効


　6.津田沼電車区事件・最高裁判決　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料７］参照

　　　年休を利用して争議行為は、正常な勤務体制を前提とする年休の趣旨に反するので、

年休権は発生しない

３．検討

　1.最高裁の判断基準をめぐって

　　　権利取得を実質的に抑制する場合に公序違反

　　　　日本シェーリング事件判決と結論の差異は、賃金と賞与による判断の差異

　　　　沼津交通事件・エヌビーシー工業事件判決との差異は、抑制の程度の差異

　　　　←抑制程度判断によって差異が生じる、制限対象の種別によっても差異が生じる
権利行使に対する不利益変更は公序違反

エス・ウント・エー事件判決を、沼津交通事件判決も本件判決も参照していない
　2.権利行使抑制の程度：著しく困難、趣旨に反する、権利であるから

  3.労働者の被る不利益の程度： 賃金・賞与・精皆勤手当

　4.私見

「労働者が受ける不利益が小さければ許容するというこれらの判断には疑問がある。むしろ、労基法上の権利行使を理由とする不利益扱いは一般的に禁止されるという原則を確立すべきであろう。」
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